
参考資料
第２回目安に関する小委員会における

委員からの追加要望資料



「最低賃金・賃金引上げに向けた中小企業・
小規模事業者への支援施策紹介マニュアル」
に記載されている支援メニューの実績

（注）金額は平成31年度当初予算額及び平成30年度補正予算額の合計
括弧内は、平成30年度当初予算額



１．賃金引上げに関する支援
予算額 平成30年度実績

（１）『生産性向上のための設備投資等により従業
員の賃金引上げを図りたい』 ・業務改善助成金

12.4億円

(8.6億円)
870件

（２）『人事評価制度と賃金制度を整備して賃金引
上げに取組むための支援策を知りたい』 ・人材確保等支援助成金（人事評価改善等助成コース）

60.5億円

(75.9億円)
1,590件

（３）『設備等への投資を通じて賃金引上げに取組
むための支援策を知りたい』 ・人材確保等支援助成金（設備改善等支援コース）

4.2億円

（なし）
なし

（４）『非正規雇用労働者のキャリアアップ・賃金引
上げに取組むための支援策を知りたい』 ・キャリアアップ助成金 (賃金規定等改定コース)

10.1億円

(13.8億円)
968件

（５）『従業員の賃金を引き上げた場合に使える税
制を知りたい』 ・中小企業向け所得拡大促進税制 117,332件

(H29実績)
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３．下請取引の改善・新たな取引先の開拓に関する支援
予算額 平成30年度実績

（１）『下請関係の改善を図りたい』 ・下請中小企業・小規模事業者の自立化支援 3.9億円 18件

（２）『新しい取引先を開拓したい』 ・下請取引あっせん事業 4,933万円 247件

４．資金繰りに関する支援
予算額 平成30年度実績

（１）『一時的に業績が悪化しているので融資を受けたい』 ・セーフティネット貸付制度（経営環境変化対応資金） 23,402件

（２）『小規模事業者向けの融資制度を知りたい』 ・小規模事業者経営改善資金融資制度（マル経融資）
42.5億円

(42.5億円)
44,215件

２．生産性向上に関する支援
予算額 平成30年度実績

（１）『生産性向上のための設備投資をしたい』 ・固定資産税の特例措置 22,011件

（２）『経営の向上を図りたい』
・中小企業等経営強化法（経営力向上計画） 32,452件

・中小企業等経営強化法に基づく法人税の特例（経営強化税制） 14,143件
(H29実績)

（３）『補助制度を知りたい』
・業務の効率化などを支援する補助金等

・ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金
850億円

(なし)
11,989件

・小規模事業者持続化補助金
200億円

(120億円)
18,082件

・サービス等生産性向上IT導入支援補助金
100億円

(500億円)
62,901件
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５．その他、雇用に関する支援
予算額 平成30年度実績

（１）『建設労働者の雇用改善、技能向上
のための支援を知りたい』

・建設事業主等に対する助成金
56.9億円

(45.0億円)
37,758件

・人材開発支援助成金 ②建設労働者技能実習コース
（※「建設事業主等に対する助成金」として紹介されている助成金の一部）

41.7億円

(30.6億円)
36,438件

（２）『従業員の処遇や職場環境の改善を
図るための支援策を知りたい』

・人材確保等支援助成金 ①雇用管理制度助成コース
12.3億円

(32.3億円)
11,695件

・人材確保等支援助成金 ②介護福祉機器助成コース
27.4億円

(41.5億円)
1,700件

・人材確保等支援助成金 ③介護・保育労働者雇用管理制度助成コース
6.3億円

(17.7億円)
770件

・人材確保等支援助成金 ④働き方改革支援コース
制度要求のみ

(なし)
なし

（３）『設備投資を行い、雇用の増加を図る
際の支援策を知りたい』 ・地域雇用開発助成金（地域雇用開発コース）

30.0億円

(34.1億円)
1,145件
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６．相談窓口・各種ガイドライン
予算額 平成30年度実績

（１）『専門家へ相談したい』

・働き方改革推進支援センター
76.3億円

(15.5億円)
約29,000件

・特別相談窓口の設置 ― ―

・よろず支援拠点
41.6億円

(41.3億円※）
261,493件

・下請かけこみ寺
3.5億円

(3.8億円)
8,381件

（２）『中小企業経営に関する総合的な情報を入手し
たい』 ・支援ポータルサイト「ミラサポ」

33.3億円の内数

(32.5億円)

（３）『経営の向上のための各種ガイドラインを知りたい』

・下請適正取引等の推進のためのガイドライン

・中小企業の会計

・中小サービス事業者の生産性向上のためのガイドライン

※ 平成30年度予備費予算を含む
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